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栗東市空家等対策協議会 

助言・アドバイス 

１.特定空家等の認定の流れ 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

空家等現況調査 

・概ね 3年毎の自治会長による調査 

市 

市長による特定空家等の認定 

 

所有者等への指導 
・所有者等への

適正な管理の

指導 

・所有者等への

情報提供・意

向確認 

調査部会の開催 
調査結果の 

妥当性確認 

協議会の開催 

所有者等の調査 
・不動産登記簿情報による確認 

・住民票、戸籍謄本情報による確認 

・固定資産税情報の内部利用 

②所有者等の特定

が困難な場合 

 

特定空家等の調査 
(建築、不産産) 

所有者等の権利調査 
(法務) 

協議会としての 

意見書提出 

管理不全状態の 

空家等の抽出 

管理不全状態の空家等のチェック（実態調査） 
・現況調査や市民等からの苦情・情報 

提供等により報告された、管理不全 

状態の空家等の確認 

物件調査 
・外観目視調査 

  または 

・立入調査 

→法および条例に

基づく調査。 

→できるだけ行う

方が望ましい。 

（実施する際は、

その 5日前まで

に通知する。） 

・市職員が特定空家

等に該当するか否

かを判定 

報告書等の作成 

①調査への立会 
②流通可能性の評価 
③建築技術的な観点からの助言、

妥当性確認 

調査への立会 

助言・アドバイス 

①戸籍調査の妥当

性確認（必須） 

管理不全空家等への 
措置等について助言等 
の依頼 

管理不全空家等への 
措置等について助言等 
の依頼 

職能ごとに適宜対応 

①所有者特定調査に関する助言 
②所有者特定できない場合の対応 
※所有者特定調査の妥当性確認に
ついては個別の事案ごとに別途
委託する。 

調査結果の妥当性を確認 

した旨を報告 

栗東市空家等対策協議会 

〈栗東市特定空家等 認定マニュアル〉 
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２.管理不全空家等への措置の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

必要に応じて 

妥当性の検討 

当該特定空家等の状態
が改善されない場合 

所有者等に対する勧告 
（法第 14 条第２項） 

 
 
 

正当な事由がなく当該勧
告の措置をとらない場合 

 

特定空家等の認定 
緊急に危険等
を回避する必
要がある場合 

緊急安全措置 

（軽微な措置） 

 

空家等現況調査・実態調査・所有者等の調査 

所有者への情報提供・意向確認等 
外観目視または立入調査、特定空家等に該当するか否かの判定  

所有者等を確知 

できない場合 
継続調査 

所有者等に対する助言・指導 
（法第 14 条第１項） 

相
続
財
産
管
理
人
が
選
任
さ
れ
ず
、 

過
失
な
く
受
命
者
を
確
知
で
き
な
い
場
合 

固定資産税の特例（住宅用地特例制度）の 
対象から除外 

必要に応じて 

妥当性の検討 

所有者等に対する命令・公表 
（法第 14 条第３～８、11・12 項） 

・所有者等への事前通知 

・公開による意見の聴取 

・命令の実施 

・標識の設置及び公示 

措置を履行しないとき、履行しても十分でないとき・ 
期限までに完了する見込みがないとき 

妥当性の検討 

妥当性の検討 

略式代執行 
（法第 14 条第 10 項） 

・事前の公告 

※後に所有者が判明した場合に、代執

行に要した一切の費用の徴収も可能 

行政代執行（行政代執行法） 
（法第 14 条第９項） 

・文書による戒告 

・代執行令書による通知 

・代執行に要した一切の費用の徴収 

跡地（空家等を除却した後の敷地）の活用・管理 

除却し、更地となった場合 

相続財産管理人 

制度の活用 

特
定
空
家
等
調
査
部
会 

（
建
築
、
不
動
産
及
び
法
務
関
係
者
） 

栗
東
市
空
家
等
対
策
協
議
会 

報告 

所有者特定に関係
する助言等 

流通可能性の評価 

建築技術的な観点 
から妥当性の確認 

妥当性の確認 

参考資料 3 第１０回栗東市空家等対策協議会  令和５年１月２０日 
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３.特定空家等への措置の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

所有者等に対する勧告 
（法第 14 条第２項） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

所有者等に対する命令・公表 
（法第 14 条第３～８、11・12 項） 

 
 
 
 
 
 

行政代執行（行政代執行法） 
（法第 14 条第９項） 

 
 

 

特定空家等の認定 

所有者等に対する助言・指導 

（法第 14 条第１項） 

特定空家等の 

認定を外す 
「空家等」として、
維持管理や「りっと
う空き家バンク」へ
の登録を呼びかけ 

 

繰り返し 
助言・指導 

当該特定空家等の 
状態が改善された 

場合 

特定空家等Ａ 特定空家等Ｂ 

所有者等に対する助言・指導 

（法第 14 条第１項） 

当該特定空家等の 
状態が改善されない 

場合 

建物状態が非常に悪く、 
危険の切迫性が高い状態 

建物状態が悪く、比較的容
易に改善が可能な状態 

当該特定空家等の 
状態が改善されない 

場合 

＜配慮すべきポイント＞ 
勧告する前段階で、
自治会や周辺の事業
者等により、跡地の
活用等ができない
か、マッチングする
ことが望ましい。 

正当な事由がなく当該勧告

の措置をとらない場合 

固定資産税の特例（住宅用地特例制度）の 
対象から除外 

措置を履行しないとき、 

履行しても十分でないとき・ 

期限までに完了する見込み 

がないとき 

＜相当の猶予期間＞ 
準備、工事等を含め、 
3 ヶ月を標準とする。 

 
＜相当の猶予期間＞ 
準備、工事等を含め、 
3 ヶ月を標準とする。 

 

＜継続的な助言・指導＞ 
3 ヶ月を目安に、当該
特定空家等の状態を
確認し、継続的に助
言・指導を実施。 

 

＜勧告に至る条件＞ 
継続的な助言・指導をする中
で、建物の状態が明らかに悪
くなったと認められる場合、
特定空家等Ａに移行し必要な
措置を勧告する。 
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４.特定空家等の判定フロー 

STEP１：建築物（工作物を含む）の構造に関する判定 

○建築物が倒壊するおそれがある状態           【建築物の状態が非常に悪い】 

○そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 【建築物の状態が悪い】 

 

判定表 1 より、構造的な観点から、建築物の損傷状況についての判定を行う。 

 

STEP２：建築物（工作物を含む）の構造以外に関する判定 

○そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態 

○適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態 

○その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態 

 

判定表 2~5 より、様々な観点から、建築物の周囲の状況についての判定を行う。 

 

STEP３：周辺環境への影響（周辺に与える悪影響又は危険の切迫性等）に関する判定 

○建築物の倒壊等や建築材料の脱落、飛散等による不特定多数の第三者又は周辺への影響がある状態 

判定表 6 より、建築物の高さと隣接地等との距離の観点から、周辺環境への影響についての確認を行う。  

 

STEP4：総合判定 

○STEP1～3の判定から、調査物件が特定空家等に該当するかどうかを総合的に判定  

 

 

 

判定表２：衛生上の観点 

建築物や設備等の破損やごみ等の放置又は不法投棄

等により、衛生上有害となるおそれのあるもの 

判定表３：景観上の観点 

適切な管理が行われていないことにより、著しく景観

を損なっているもの 

判定表４：環境上の観点 

空家等に住みついた動物などが原因で地域住民や周

辺の生活環境の保全を図るために、放置することが不

適切であるもの 

判定表５：安全上の観点 

立木や建築物の不適切な管理により、敷地外への影響

があるものや、防犯上の観点から、放置することが不

適切であるもの 

特定空家等Ａに認定 

判定表１：建築物の傾斜、建築物の損傷の観点 

建築物の倒壊や崩落又は建築材料の脱落及び飛散等および、建築物に附属する工作物等の腐朽又は破損等によ

り、市民の生命や財産に危害を及ぼすおそれのあるもの 

特定空家等Ｂに認定 
 ※早急な改善を所有者等に促し、危険個所が

改善されれば、特定空家等の認定を外す。 

空家等とし、維持管理

等やりっとう空き家バ

ンクへ登録を呼びかけ 

判定表６：周辺への影響の観点 

隣接する道路や敷地等の状況により、不特定多数の第三者又は周辺の建築物等に危害を及ぼすおそれのあるもの 

総合判定表：周辺への影響の観点 

①【判定表 1】の「建築物の状態が非常に悪い」に該当 かつ 【判定表 6】に該当 

②【判定表 1】の「建築物の状態が悪い」または【判定表 2～5】に該当 かつ 【判定表 6】に該当 

③【判定表 1】の「建築物の状態が悪い」または【判定表 2～5】のみに該当 または 【判定表 6】のみに該当 

①の場合 ②の場合 ③の場合 


